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第 1章 総  則                               

 

（目 的） 

第 1 条 この業務方法書は、公益社団法人福島県青果物価格補償協会（以下「この法

人」という。）定款第 50条の規定に基づき、この法人が行う契約特定野菜等安定供給

促進事業に関する業務の方法についての基本的な事項を定め、もってその業務の適正

な運営を図ることを目的とする。 

 

（業務運営の基本方針） 

第 2条 この法人は、その行う業務の公共的重要性にかんがみ、県、市町村、その他関

係機関等との緊密な連絡の下に、その業務を公正かつ効率的に運営するものとする。 

 

（業 務） 

第 3条 この法人は、特定野菜等（契約特定野菜等安定供給促進事業実施要領（平成 14

年 8月 2日付け 14生産第 3627号農林水産事務次官依命通知。）（以下「契約特定野

菜等事業実施要領」という。）第 3 の 2 の（2）に規定するものをいう。以下同じ。）

を原料若しくは材料として使用する製造若しくは加工の事業又は特定野菜等の販売の

事業を行う者との間においてあらかじめ別表 1の対象野菜の欄に掲げる対象特定野菜

等（契約特定野菜等事業実施要領第 3 の 2 の（1）のアに規定する対象特定野菜等を

いう。以下同じ。）の供給に係る契約を締結した共同出荷組織（契約特定野菜等事業実

施要領第 3の 2の（4）に定めるものをいう。以下同じ。）又は相当規模生産者（契約

特定野菜等事業実施要領第 3の 2の（5）に定めるものをいう。以下同じ。）を対象と

して、次の各号に定める業務を行う。 

（1）特定野菜等の価格の著しい低落があった場合において、その低落が対象特定野菜

等の出荷に関し共同出荷組織との間に委託関係のある対象特定野菜等の生産者（以

下この号において「委託特定野菜等生産者」という。）及び相当規模生産者の経営に

及ぼす影響を緩和するため、その共同出荷組織に対しその委託特定野菜等生産者に

補給金を交付するための補給交付金を、その相当規模生産者に対し補給金を交付す

ること。 

（2）当該契約（天候その他やむを得ない事由により供給すべき対象特定野菜等に不足

が生じた場合に、これと同一の種類に属する特定野菜等を供給することを内容とす

るものに限る。）に基づき当該同一の種類に属する特定野菜等を確保する必要がある

場合において、その共同出荷組織又は相当規模生産者（以下「共同出荷組織等」とい

う。）に対し、その確保に要する費用に充てるための交付金を交付すること。 
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（補給交付金、補給金及び交付金の区分） 

第 4 条 前条第 1 号に規定する共同出荷組織に交付する補給交付金は、第 7 条第 1 号

に規定する価格差補給交付金及び第 24 条第 1 号に規定する出荷調整補給交付金とす

る。 

2．前条第 1号に規定する相当規模生産者に交付する補給金は、第 7条第 1号に規定す

る価格差補給金及び第 24条第 1号に規定する出荷調整補給金とする。 

3．前条第 2号の交付金は、第 30条第 1号に規定する数量確保費用交付金とする。 

 

（業務の対象となる契約） 

第 5条 この法人が行う、補給交付金、補給金又は交付金（以下「補給交付金等」とい

う。）の交付の業務の対象となる契約は、契約特定野菜等事業実施要領第 3の 2の（6）

に規定する取引契約（以下単に「取引契約」という。）とする。 

 

（業 務 区 分） 

第 6条 第 3条の業務は、次条第 1号に規定する価格差補給交付金等、第 24条第 1号

に規定する出荷調整補給交付金等又は第 30 条第 1 号に規定する数量確保費用交付金

の区分ごと、対象特定野菜等ごと及び次条第 1 号、第 24 条第 1 号又は第 30 条第 1

号に規定する対象出荷期間ごとに区分して行うものとする。 

 

第 2章 価格差補給交付金等の交付                        

 

（用語の定義） 

第 7条 この章において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

（1）「対象出荷期間」・・共同出荷組織にあっては価格差補給交付金、相当規模生産者

にあっては価格差補給金（この章において「価格差補給交付金等」という。）の交付

の業務の対象となる対象特定野菜等の出荷期間は、別表 1 の対象野菜の欄に掲げる

対象特定野菜等ごとに、同表の対象出荷期間の欄に掲げるとおりとする。 

（2）「業務対象年間」・・価格差補給交付金等の交付の業務に関しこの法人が共同出荷

組織等との間に締結する契約の対象期間は、別表 1 の対象野菜の欄に掲げる対象特

定野菜等に係る業務区分ごとに、同表の業務対象年間の欄に掲げるとおりとする。  

（3）「平均取引価額」・・対象特定野菜等の価格の変動を計るものとして、契約特定野

菜等事業実施要領第 4の 7の（3）のアで規定する指標市場（以下単に「指標市場」

という。）における当該対象特定野菜等と同一の種類に属する特定野菜等の旬別（さ

といも、たまねぎ及びばれいしょにあっては月別。以下この章において同じ。）の加

重平均販売価額をいう。 
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（4）「保証基準額」・・対象特定野菜等と同一の種類に属する特定野菜等の平均取引価

額がその額を下回った場合に共同出荷組織等に対して価格差補給交付金等が交付さ

れることとなる価額として、別表 1 の対象野菜の欄に掲げる対象特定野菜等に係る

業務区分ごとに、同表の保証基準額の欄に掲げるものをいう。 

（5）「最低基準額」・・対象特定野菜等と同一の種類に属する特定野菜等の平均取引価

額がその額を下回った場合にはその額を平均取引価額として、価格差補給交付金等

が交付されることとなる価額として、別表 1 の対象野菜の欄に掲げる対象特定野菜

等に係る業務区分ごとに、同表の最低基準額の欄に掲げるものをいう。 

（6）「資金造成単価」・・業務対象年間における価格差補給交付金等の交付に充てるた

めに必要な対象特定野菜等 1 キログラム当たりの資金として、別表 1 の対象野菜の

欄に掲げる対象特定野菜等に係る業務区分ごとに、同表の「価格差」の資金造成単価

の欄に掲げるものをいう。 

 

（価格差補給交付金等の交付対象契約） 

第 8 条 この法人は、取引契約が卸売市場価格に連動して取引価格を設定するものと

して、「契約特定野菜等安定供給促進事業の推進について」（平成 14年 8月 2日付

け 14生産第 3628号農林水産省生産局長通知。以下「契約特定野菜等事業推進通知」

という。）の 6に定めるものである場合は、価格差補給交付金等を交付する。 

 

（価格差補給交付金等の交付に関する申込み） 

第 9 条 共同出荷組織等は、別表 1 の対象野菜の欄に掲げる対象特定野菜等に係る業

務区分（以下この章において単に「業務区分」という。）ごと及び業務対象年間ごとに、

価格差補給交付金等を受けるべき旨をその価格差補給交付金等の交付を受けようとす

る最初の年の対象出荷期間の開始の日の 2か月前の日までに別記様式第 1号の申込書

により申し込むものとする。 

2．前項の規定による申込みに係る交付予約数量は、業務区分ごと及び業務対象年間ご

とに取引契約において締結した対象特定野菜等の数量（以下「契約数量」という。）（契

約特定野菜等事業推進通知の 1の（3）で定める基準を満たすものを含む。）を上回る

ことはできない。 

3．この法人は、第 1項の規定による申込みを承諾したときは、遅滞なく、その旨を当

該共同出荷組織等及び福島県知事に通知するものとする。 

 

（負 担 金） 

第 10条 この法人は、前条第 3項の規定により共同出荷組織等に通知したときは、当

該共同出荷組織等に負担金を負担させるものとする。 

2．前項の負担金の額は、業務区分ごとに、旬ごとの資金造成単価に前条第 3項の規定
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による通知に係る当該旬ごとの交付予約数量を乗じて得た額の合計額に、3 分の 1 を

乗じて得た額とする。ただし、当該業務対象年間の直前の業務対象年間において資金

に残額があった業務区分について負担金を納入した共同出荷組織等は、この額からこ

の法人の会長理事が知事の承認を受けて定める額を控除した額とする。 

3．共同出荷組織等は、負担金の全額をこの価格差補給交付金等の交付を受けようとす

る最初の年の対象出荷期間開始の日の前日の 1か月前の日（その日が土曜日、日曜日

又は国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日（以下「休

日等」という。）に当たるときは、その日後最初に到来する休日等以外の日）までに納

入するものとする。 

4．この法人は、第 1項の規定により負担金を負担させるときは、当該共同出荷組織等

に負担金の額、納入期限及び納入方法を記載した納入通知書を送付するものとする。 

 

（交付予約数量の増加） 

第 11 条 第 9 条第 3 項の規定により通知を受けた共同出荷組織等は、別記様式第 2-

1 号の申込書を提出して、その通知に係る交付予約数量の増加を申し込むことができ

る。 

2．前二条の規定は、前項の申込みについて準用する。この場合において、第 9 条第 1

項及び前条第 3項中「価格差補給交付金等の交付を受けようとする最初の」とあるの

は「交付予約数量の増加をしようとする」と、前条第 2項中「前条第 3項の規定によ

る通知に係る当該旬ごとの交付予約数量」とあるのは「第 11 条第 2 項において準用

する第 9条第 3項の規定による通知に係る当該旬ごとの交付予約数量の増加分」と読

み替えるものとする。 

 

（交付予約数量の減少又は解約） 

第12条 第9条第3項の規定により通知を受けた共同出荷組織等は、農業保険法（昭和

22年法律第185号）第177条に規定する農業経営収入保険（以下「収入保険」という

。）の保険関係成立（成立する見込みを含む）に係る、交付予約数量の減少又は解約

を申込むことができる。 

2.前項の申込み期限は、業務区分ごとに、交付予約数量の減少又は解約をしようとす

る年の対象出荷期間が開始される月の前月の10日までに申込むものとする。第9条第

3項の規定により通知を受けた共同出荷組織等は、別記様式第2-2号を提出して、そ

の通知に係る同条第1項の申込書に記載した交付予約数量の減少又は解約を申込むこ

とができる。 

 

（延 滞 金） 

第 13条 この法人は、共同出荷組織等が負担金をその納入期限までに支払わない場合

―　4　―



には、当該納入期限の翌日から納付した日までの日数により年利 5.0％の割合で計算

した延滞金を徴するものとする。 

 

（負担金の相殺の禁止） 

第 14条 共同出荷組織等は、この法人に納入すべき負担金について相殺をもってこの

法人に対抗することができない 

 

（負担金の返戻） 

第 15条 この法人は、業務対象年間の期間内においては、当該業務区分に係る負担金

を共同出荷組織等に対し返戻しないものとする。 

2．第 7条第 2号に定める業務対象年間の終了又は短縮に伴い、新たに開始する業務対

象年間に係る交付予約数量若しくは資金造成単価等が、その直前の業務対象年間に係

る交付予約数量若しくは資金造成単価等を下回り資金造成額が減じる場合は、共同出

荷組織等から負担金として納入された金銭を返戻することができるものとする。なお、

第 12 条第 1 項の交付予約数量の減少又は解約が成立した場合は、前項の規定にかか

わらず、共同出荷組織等から負担金として納入された金銭を返戻することができるも

のとする。 

3．この法人は共同出荷組織等からの退会の申出があり、当該組織等が負担金の払い戻

しを請求したときは、申出の年度末を持って、当該組織等が納入した負担金の返戻を

行うものとする。ただし、返戻にあたっては、次の事項に留意し、行うものとする。 

（1）当該共同出荷組織等が、業務区分ごとに納入した金額から、当該年度の業務区分

ごとに交付をした価格差補給交付金等の交付金額を控除した額とする。 

（2）当該共同出荷組織等がこの法人に対し、支払うべき債務を有しているときは、そ

の債務を控除した額とする。 

 

（価格差補給交付金等を交付する場合） 

第 16条 価格差補給交付金等の交付は、業務区分ごとに、第 9条第 1項の規定による

申込みをした共同出荷組織が生産者の委託を受けて、又は相当規模生産者が直接に当

該対象出荷期間に取引契約により出荷した当該対象特定野菜等と同一の種類に属する

特定野菜等の平均取引価額が、その保証基準額を下回った場合に当該共同出荷組織等

に対して行うものとする。 

2．共同出荷組織等は、独立行政法人農畜産業振興機構（以下「機構」という。）が旬別

に当該旬が前項に規定する場合に該当するか否かをその翌旬にインターネットを通じ

て公表したものにより確認するものとする。 
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（価格差補給交付金等の金額） 

第 17条 対象特定野菜等についての価格差補給交付金等の金額は、業務区分ごと及び

共同出荷組織等ごとに旬別の価格差補給交付金等単価に、当該共同出荷組織が生産者

の委託（生産者からの出荷の委託を受けたもの及びその者から順次委託を受けたもの

からの委託を含む。以下同じ。）を受け、又は当該相当規模生産者が直接に当該旬別の

価格差補給交付金等単価に対応する期間に取引契約に基づき出荷した当該対象特定野

菜等の数量（共同出荷組織にあっては、当該共同出荷組織から第 10 条第 1 項の負担

金相当額の全部又は一部を賦課している場合には、当該負担金相当額の全部又は一部

を賦課された構成員が当該共同出荷組織に出荷を委託した数量に限る。）または第 9条

第 3項の規定による通知に係る旬別の交付予約数量（第 11条第 2項において準用す

る第 9条第 3項の規程による通知に係る交付予約数量の増加分がある場合は、この増

加分を加えたものをいう。第 22条において同じ。）のいずれか少ない数量から、第 3

項に定める価格差補給交付金等の交付の対象としない数量を除いた数量を乗じて得た

額の合計額とする。 

2．前項の価格差補給交付金等単価は、業務区分ごとに保証基準額から平均取引価額（平

均取引価額が最低基準額を下回ったときは、当該最低基準額）を差し引いて得た額に

10分の 9を乗じて得た額とする。 

3.第 1 号に規定する価格差補給交付金等の交付の対象としない数量とは、次のとおり

とする。 

ア．共同出荷組織にあっては、委託生産者が共同出荷組織に対して、価格差補給金の

交付を受けないものとして申告した価格差補給金を交付する事業（以下この条にお

いて「事業」という。）を利用しない期間における出荷を委託した数量。 

イ．相当規模生産者にあっては、当該相当規模生産者がこの法人に対して、価格差補

給金の交付を受けないものとして申告した事業を利用しない期間における出荷数量

（相当規模生産者が、特定相当規模生産者であって、その一部の構成員が事業を利

用しない場合は、当該一部の構成員が事業を利用しない期間における出荷数量に限

る。）。 

 

（価格差補給交付金等の交付申請） 

第 18条 共同出荷組織等は、価格差補給交付金等の交付を受けようとするときは、対

象出荷期間終了の日の次の日から起算して 3 か月以内に別記様式第 3－1 号又は別記

様式第 3－4号の交付申請書により申請しなければならない。 

2．前項の交付申請書には、対象特定野菜等の出荷数量及び販売価額を証明する書類そ

の他この法人が必要と認める書類を添付しなければならない。 
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（価格差補給交付金等の一部交付等） 

第 19条 この法人は、次の各号に掲げる場合には、価格差補給交付金等の全部若しく

は一部を交付せず、又は既に交付した価格差補給交付金等の全部若しくは一部を返還

させることができる。 

（1）共同出荷組織等が故意又は過失により第 9条第 1項若しくは第 11条第 1項の申

込書又は前条第 1項の交付申請書に不実の記載をしたとき。 

（2）共同出荷組織等が正当な理由なく負担金の納入を怠ったとき。  

（3）共同出荷組織等が仕切書等の改ざんを行い、又は行わせたとき。  

（4）共同出荷組織がその交付を受けた価格差補給交付金について価格差補給金の交付

を怠ったとき。 

（5）第 1号又は第 3号に該当する場合のほか、第 23条第 1項に規定する報告の徴収、

調査の実施等の結果、共同出荷組織等が価格差補給交付金等を不正に受給している

とこの法人が判断したとき又は共同出荷組織等が正当な理由なく同項に規定する報

告の徴収、調査の実施等を拒んだとき。 

 

（価格差補給金の交付） 

第 20条 共同出荷組織は、価格差補給交付金の交付を受けたときは、速やかに、その

交付を受けた価格差補給交付金の金額に相当する金額を第 17 条第 1 項の委託に係る

生産者に対して（生産者の直接の委託以外の委託があるときは、順次当該委託をした

者を通じて生産者に対して）、その委託に係る対象特定野菜等の数量を基礎として、価

格差補給金として交付しなければならない。 

 

（価格差補給金の交付の報告） 

第 21条 共同出荷組織は、価格差補給金の交付を終了したときは、遅滞なく別記様式

第 4号の報告書により、その交付の結果をこの法人に報告しなければならない。 

 

（価格差補給交付金等の削減） 

第 22条 この法人は、業務区分ごとに、価格差補給交付金等の額が、その資金造成単

価に当該交付予約数量を乗じて得た額（既に価格差補給交付金等を交付した場合にあ

っては、この額からその交付した価格差補給交付金等の合計額を差し引いて得た額）

を超えるときは、価格差補給交付金等の金額から当該超える額を削減するものとする。 

 

（報告の徴収、調査の実施等） 

第 23条 この法人は、価格差補給交付金等の交付が適切に行われるために必要と認め

られる場合には、第 9条第 1項又は第 11条第 1項の申込みの条件により、共同出荷

組織等の業務の状況、価格差補給交付金等の交付のための措置について報告を徴し、
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若しくは調査し、又は書類若しくは帳簿の閲覧を求めることができる。 

2．この法人は、前項の報告の徴収、調査の実施等の結果、価格差補給交付金等を不正

に受給していると判断した場合には、第 19条第 1号、第 3号又は第 5号に該当する

ものとして同条に規定する価格差補給交付金等の返還のほか、不正受給者の公表、翌

業務対象年間の交付予約数量の減量又は交付予約申込みの拒否等の必要な措置を講じ

ることができる。 

 

第 3章 出荷調整補給交付金等の交付                        

 

（用語の定義） 

第 24条 この章において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

（1）「対象出荷期間」・・共同出荷組織にあっては出荷調整補給交付金、相当規模生産

者にあっては出荷調整補給金（以下この章において「出荷調整補給交付金等」とい

う。）の交付の業務の対象となる対象特定野菜等の出荷期間は、別表 1の対象野菜の

欄に掲げる対象特定野菜等ごとに、同表の対象出荷期間の欄に掲げるとおりとする。 

（2）「業務対象年間」・・出荷調整補給交付金等の交付の業務に関しこの法人が共同出

荷組織等との間に締結する契約の対象期間は、別表 1 の対象野菜の欄に掲げる対象

特定野菜等に係る業務区分ごとに、同表の業務対象年間の欄に掲げるとおりとする。  

（3）「平均取引価額」・・対象特定野菜等の価格の変動を計るものとして、指標市場に

おける当該対象特定野菜等と同一の種類に属する特定野菜等の日別の加重平均販売

価額をいう。 

（4）「発動基準価額」・・対象特定野菜等の平均取引価額がその額を下回った場合に共

同出荷組織等に対して出荷調整補給交付金等が交付されることとなる価額として、

別表 1 の対象野菜の欄に掲げる対象特定野菜等に係る業務区分ごとに、同表の発動

基準価額の欄に掲げるものをいう。 

（5）「資金造成単価」・・業務対象年間における出荷調整補給交付金等の交付に充てる

ために必要な対象特定野菜等 1 キログラム当たりの資金として、別表 1 の対象野菜

の欄に掲げる対象特定野菜等に係る業務区分（以下この章において「業務区分」とい

う。）ごとに同表の「出荷調整」の資金造成単価の欄に掲げるものをいう。ただし、

取引契約において旬別に固定された価額が設定されており、かつ、業務区分ごとに定

められた当該価額の加重平均価額（この条において「契約価額」という。）が発動基

準価額を 10 分の 7 で割り戻して得た価額を下回る場合には、業務区分ごとに旬別

に当該契約価額に 10分の 4を乗じて得た額（1銭未満の端数があるときはこれを四

捨五入して得た額）とする。 
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（出荷調整補給交付金等の交付） 

第 25条 この法人は、取引契約を共同出荷組織等が履行するために、旬別の契約数量

又は契約数量の出荷計画数量（次条において準用する第 9条第 1項に規定する申込み

に当たって提出された計画に記載されたものをいう。）（以下「旬別契約等数量」とい

う。）を上回る数量の対象特定野菜等の生産を行った場合であって、当該旬別契約等数

量を超過した数量の対象特定野菜等の廃棄等（契約特定野菜等事業推進通知の 11 の

（1）に定めるものをいう。）による出荷調整を行ったときは、出荷調整補給交付金等

を交付する。 

 

（価格差補給交付金等に係る規定の準用） 

第 26 条 出荷調整補給交付金等の交付については、第 9 条から第 11 条まで、第 13

条、第 14条及び第 19条から第 23条までの規定を準用する。この場合において、第

9 条第 2 項中「取引契約において締結した対象特定野菜等の数量」とあるのは「旬別

契約等数量に 10分の 3を乗じて得たもの」と、第 19条第 4号及び第 20条中「価格

差補給交付金」とあるのは「出荷調整補給交付金」と、第 19条第 4号、第 20条及び

第 21条中「価格差補給金」とあるのは「出荷調整補給金」と、第 20条中「第 17条

第 1項の委託に係る」とあるのは「当該共同出荷組織に出荷の委託をした」と読み替

えるものとする。 

 

（出荷調整補給交付金等を交付する場合） 

第 27条 出荷調整補給交付金等の交付は、業務区分ごとに、前条において準用する第

9 条第 1 項の規定による申込みをした共同出荷組織が生産者の委託を受けて、又は相

当規模生産者が直接に当該対象出荷期間に取引契約により対象特定野菜等を出荷した

場合であって、当該対象特定野菜等と同一の種類に属する特定野菜等の平均取引価額

が、その発動基準価額を下回った場合（この条において「発動要件」という。）に、当

該旬及び翌旬に出荷調整を行った当該共同出荷組織等に対して行うものとする。 

2．共同出荷組織等は前項の出荷調整を行う前に、発動要件を満たす日から 5日以内に、

この法人に対し当該出荷調整の実施を別記様式第 5号によりあらかじめ申し出るもの

とする。 

3．共同出荷組織等は、機構が毎日インターネットを通じて公表したものにより、その

前日が発動用件を満たす日に該当するか否かを確認するものとする。 

 

（出荷調整補給交付金等の金額） 

第 28条 対象特定野菜等についての出荷調整補給交付金等の金額は、業務区分ごと及

び共同出荷組織等ごとに資金造成単価に、当該共同出荷組織等が出荷調整を実施した

当該対象特定野菜等の数量のうち取引契約により実需者に出荷することを計画してい
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たものに相当する数量（次項において「実需者向け出荷調整相当数量」という。）か第

26 条において準用する第 9 条第 3 項の規定による通知に係る旬別の交付予約数量の

いずれか少ない数量を乗じて得た額の合計額とする。 

2．実需者向け出荷調整相当数量は、旬ごとに次の算式により算出するものとする。た

だし、当該算定結果が、当該共同出荷組織等が出荷調整を実施した当該対象特定野菜

等の数量（以下「出荷調整実績数量」という。）を上回った場合は、当該出荷調整実績

数量を実需者向け出荷調整相当数量とする。 

 （Ａ＋Ｂ＋Ｃ）×Ｄ÷（Ｄ＋Ｅ）－Ｂ 

   Ａは、当該旬に取引契約によらないで卸売市場に出荷した対象特定野菜等の数量 

Ｂは、当該旬に取引契約の実需者に出荷した対象特定野菜等の数量 

Ｃは、当該旬の出荷調整実績数量  

Ｄは、当該旬の旬別契約数量 

Ｅは、当該旬に取引契約によらないで卸売市場に出荷することを計画していた対象

特定野菜等の数量（第 26条において準用する第 9条第 1項に規定する申込みに当た

ってこの法人に提出された計画に記載されたものをいう。） 

3．旬別契約等数量が、共同出荷組織を構成する団体（以下「構成団体」という。）ごと

にあらかじめ明らかにされている場合は、前項に規定する実需者向け出荷調整相当数

量及び出荷調整実績数量は当該旬別契約等数量を有し、かつ出荷調整を実施した構成

団体の数量とする。 

 

（出荷調整補給交付金等の交付申請） 

第 29 条 共同出荷組織等は、出荷調整補給交付金等の交付を受けようとするときは、

対象出荷期間終了の日の次の日から起算して 3 月以内に別記様式第 3－2 号、別記様

式第 3－4号又は別記様式第 3－5号の交付申請書により申請しなければならない。 

2．前項の交付申請書には、対象特定野菜等の出荷数量及び販売価額並びに出荷調整を

実施した数量を証明する書類その他この法人が必要と認める書類を添付しなければな

らない。 

 

第 4章 数量確保費用交付金の交付                        

 

（用語の定義） 

第 30条 この章において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

（1）「対象出荷期間」・・数量確保費用交付金の交付の業務の対象となる対象特定野菜

等と同一の種類に属する特定野菜等の出荷期間の区分として、別表 1 の対象野菜の

欄に掲げる対象特定野菜等ごとに、同表の対象出荷期間の欄に掲げるとおりとする。 
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（2）「業務対象年間」・・数量確保費用交付金の交付の業務に関しこの法人が共同出荷

組織等との間に締結する契約の対象期間として、別表 1 の対象野菜の欄に掲げる対

象特定野菜等に係る業務区分ごとに、同表の業務対象年間の欄に掲げるとおりとす

る。  

（3）「平均取引価額」・・対象特定野菜等の価格の変動を計るものとして、指標市場に

おける当該対象特定野菜等と同一の種類に属する特定野菜等の旬別の加重平均販売

価額をいう。 

（4）「指標価額」・・数量確保費用交付金を交付する際の指標となる価額として、対象

特定野菜等と同一の種類に属する特定野菜等について、別表 1 の対象野菜の欄に掲

げる対象特定野菜等に係る業務区分（以下この章において単に「業務区分」という。）

ごとに、同表の指標価額の欄に掲げるものをいう。 

（5）「契約価額」・・共同出荷組織等ごと及び特定野菜等ごとに取引契約に定める旬を

超える期間において固定された価額の加重平均価額をいう。 

（6）「購入限度価額」・・対象特定野菜等と同一の種類に属する特定野菜等の購入価額

（消費税に相当する額を除く。以下同じ。）がその価額を上回った場合にはその価額

を購入価額として、数量確保費用交付金が交付されることとなる価額として契約価

額に 2 分の 3 を乗じて得た価額をいう。ただし、共同出荷組織等は、その選択によ

り、契約価額に 2 分の 4、2 分の 6 又は 2 分の 8 を乗じて得た価額を購入限度価額

とする補給交付金等の交付に関する契約をこの法人と締結することができるものと

する。 

（7）「資金造成単価」・・業務対象年間における数量確保費用交付金の交付に充てるた

めに必要な対象特定野菜等と同一の種類に属する特定野菜等 1 キログラム当たりの

資金として、業務区分ごとに旬別に購入限度価額と契約価額の差額に 10分の 9（第

34 条第 1 項第 1 号の仕向先変更のみを行い、同条同項第 2 号の他の者からの購入

を行なわない場合においては、10 分の 7）を乗じて得た額（1 銭未満の端数がある

ときはこれを四捨五入して得た額）をいう。 

 

（数量確保費用交付金の交付） 

第 31条 この法人は、共同出荷組織等に対して数量確保費用交付金を交付する。 

 

（価格差補給交付金等に係る規定の準用） 

第 32条 数量確保費用交付金の交付については、第 9条から第 11条まで、第 13条、

第 14条、第 19条（第 4号を除く。）、第 22条及び第 23条の規定を準用する。この

場合において、第 9 条第 2 項中「取引契約において締結した対象特定野菜等の数量」

とあるのは「旬別契約等数量に 10 分の 5 を乗じて得たもの」と読み替えるものとす

る。 
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（数量確保費用交付金を交付する場合） 

第 33条 数量確保費用交付金の交付は、第 3条第 2号に規定する対象特定野菜等と同

一の種類に属する特定野菜等を確保する必要がある場合であって平均取引価額が指標

価額を上回った場合に当該旬に取引契約により出荷した当該特定野菜等を対象として

当該共同出荷組織等に対して行うものする。 

2．数量確保費用交付金は、契約特定野菜等事業推進通知の 14の（1）に規定する場合

にあっては同通知の 14の（2）に規定するところにより知事の認定を受けたものにつ

いて、前項の規定にかかわらず、同通知の 14の（1）の場合に該当するときは、共同

出荷組織等が出荷した特定野菜等を対象として交付することができる。 

3．共同出荷組織等は、機構が旬別にインターネットを通じて公表したものにより、当

該旬の一旬前の旬が第 1 項に規定する場合に該当するか否かを確認するものとする。 

4．共同出荷組織等は、数量確保費用交付金の交付を受けようとするときは、前項の公

表後一旬以内に、第 1項に規定する場合に該当する旬の出荷数量をこの法人に通知す

るものとする。 

 

（数量確保費用交付金の金額） 

第 34条 数量確保費用交付金の金額は、業務区分ごと及び共同出荷組織等ごとに次の

とおりとする。 

（1）共同出荷組織等が、旬別契約等数量の対象特定野菜等を供給することが困難な場

合において、取引契約によらないで卸売市場に出荷することを計画していた数量（第

32 条において準用する第 9 条第 1 項に規定する申込みに当たってこの法人に提出

された計画に記載されたものをいう。）の当該対象特定野菜等を当該旬別契約等数量

の不足分を補うために充当した場合（次号において「仕向先変更」という。）にあっ

ては、対象特定野菜等と同一の種類に属する特定野菜等の平均取引価額と契約価額

の差額に 10 分の 7 を乗じて得た旬別の交付金単価に、旬別の当該不足分への充当

見込相当数量として次の算式により算出した数量が第 32 条において準用する第 9

条第 3 項の規定による通知に係る旬別の交付予約数量のいずれか少ない数量を乗じ

て得た額の合計額とする。 

Ａ－(Ａ＋Ｂ)×Ｃ÷（Ｃ＋Ｄ） 

Ａは、当該旬に取引契約の実需者に出荷した対象特定野菜等の数量 

Ｂは、当該旬に取引契約によらないで卸売市場に出荷した対象特定野菜等の数量 

Ｃは、当該旬の旬別契約等数量 

Ｄは、当該旬に取引契約によらないで卸売市場に出荷することを計画していた

対象特定野菜等の数量（第 32 条において準用する第 9 条第 1 項に規定する申込

みに当たってこの法人に提出された計画に記載されたものをいう。） 

（2）共同出荷組織等が、取引契約によらないで卸売市場に対象特定野菜等を出荷する
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予定がないため仕向先変更ができない場合又は仕向先変更を行った上でもなお不足

分がある場合であって、対象特定野菜等と同一の種類に属する特定野菜等（国産に限

る。）を当該共同出荷組織等が他の者から購入して不足分に充当した場合にあっては、

当該購入価額（購入価額が購入限度価額を超える場合にあっては、購入限度価額）と

契約価額の差額に 10 分の 9 を乗じて得た旬別の交付金単価に旬別の当該不足分へ

の充当数量または第 32 条において準用する第 9 条第 3 項の規定による通知に係る

旬別の交付予約数量のいずれか少ない数量（この数量と前号の交付金単価に乗ずる

数量とを合計した数量が当該交付予約数量を上回るときは、当該交付予約数量から

前号の交付金単価に乗ずる数量を控除して得た数量）を乗じて得た額の合計額とす

る。 

 

（数量確保費用交付金の交付申請） 

第 35条 共同出荷組織等は、数量確保費用交付金の交付を受けようとするときは、対

象出荷期間終了の日の次の日から起算して 3 か月以内に別記様式第 3－3 号又は別記

様式第 3－5号の交付申請書により申請しなければならない。 

2．ただし、第 33 条第 2 項の規定に基づき数量確保費用交付金を受けようとするとき

は、更に別記様式第 3－6号を添付して申請しなければならない。 

3．前項の交付申請書には、対象特定野菜等と同一の種類に属する特定野菜等の出荷数

量及び販売価額を証明する書類のほか、前条第 2号に規定するところにより共同出荷

組織等が当該特定野菜等を他の者から購入して不足分に充当した場合にあっては、当

該購入価額及び購入数量を証明する書類その他この法人が必要と認める書類を添付し

なければならない。 

 

（資金造成の特例） 

第 35 条の 2 対象特定野菜等及び対象出荷期間が共通である出荷調整補給交付金等に

係る業務区分及び数量確保費用交付金に係る業務区分について行う資金造成は、共同

出荷組織等の申請により、一の業務区分（以下「資金造成業務区分」という。）に係る

資金造成を他の業務区分に係る資金造成とみなすことができるものとする。 

2.前項に規定する資金造成業務区分は、同項に規定する申請のあった業務区分のうち

第 26条において準用する第 10条第 2項本文又は第 32条において準用する第 10条

第 2項（第 11条第 1項において準用する場合を含む。）に規定する合計額の多い方の

業務区分とする。 

3．資金造成業務区分に係る負担金については、資金造成業務区分に係る本業務方法書

の規定を適用する。 
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第 5章 資金の管理                               

 

（資金の区分経理） 

第 36条 この業務の資金に係る経理は、他の業務に係るものと区分して整理するもの

とする。 

 

（補給交付金等の交付の財源） 

第 37条 この法人は、第 2章、第 3章又は第 4章の業務ごとに、各章で定める業務区

分ごとに、第 10 条第 1 項（第 26 条及び第 32 条において準用する場合を含む。）の

規定により共同出荷組織等から徴する負担金及び福島県その他の共同出荷組織等以外

の者から補給交付金等の交付に充てることを条件として交付された金銭を交付準備金

として積み立てるものとする。 

 

附  則                                    

 

この業務方法書は、福島県知事の承認のあった日（平成 25 年 7 月 2 日）から施行

し、公益社団法人福島県青果物価格補償協会の設立の登記の日（平成 25 年 4 月 1 日）

に遡及し適用する。 

 

この業務方法書は、福島県知事の承認のあった日（平成 31年 02月 13日）から施行

し、平成 30年 10月 1日に遡及し適用する。 
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数量確保

対　象　野　菜 対 象 出 荷 期 間 保証基準額 最低基準額 資金造成単価 発動基準価額 資金造成単価 指標価額

 アスパラガス※ 04.01～04.30 H31.04.01～H33.04.30 1,160.00 708.90 405.99 902.23 515.56 1,675.57

 同上 05.01～06.30 H31.05.01～H33.06.30 870.00 531.75 304.43 676.77 386.73 1,256.87

 同上 07.01～09.30 H31.07.01～H33.09.30 782.50 478.20 273.87 608.62 347.78 1,130.30

 同上 01.01～02.末 H31.01.01～H33.02.末 1,267.50 774.66 443.56 985.93 563.39 1,831.01

 同上 03.01～03.31 H31.03.01～H33.03.31 1,103.00 674.21 385.91 858.08 490.33 1,593.58

 いちご 04.01～05.31 H31.04.01～H33.05.31 657.00 401.53 229.92 511.04 292.02 949.08

 同上 01.01～02.末 H31.01.01～H33.02.末 1,017.00 621.40 356.04 790.87 451.92 1,468.75

 同上 03.01～03.31 H31.03.01～H33.03.31 933.00 570.13 326.58 725.62 414.64 1,347.58

 グリーンピース 04.01～04.30 H31.04.01～H33.04.30 705.00 430.73 246.84 548.20 313.26 1,018.08

 同上 05.01～05.31 H31.05.01～H33.05.31 552.50 337.56 193.45 429.63 245.50 797.88

 同上 06.01～06.30 H31.06.01～H33.06.30 509.50 311.43 178.26 396.37 226.50 736.11

 さやいんげん 05.01～05.31 H31.05.01～H33.05.31 595.00 363.70 208.17 462.90 264.51 859.66

 同上 06.01～10.31 H31.06.01～H33.10.31 580.00 354.48 202.97 451.15 257.80 837.85

 同上 11.01～11.30 H30.11.01～H32.11.30 632.50 386.56 221.35 491.98 281.13 913.68

 同上 12.01～12.31 H30.12.01～H32.12.31 738.50 451.39 258.40 574.50 328.28 1,066.92

 同上 01.01～04.30 H31.01.01～H33.04.30 849.00 519.01 296.99 660.56 377.46 1,226.75

 さやえんどう 05.01～06.30 H31.05.01～H33.06.30 665.00 406.30 232.83 517.10 295.49 960.34

 同上 11.01～12.31 H30.11.01～H32.12.31 887.50 542.47 310.53 690.42 394.52 1,282.20

 同上 01.01～04.30 H31.01.01～H33.04.30 800.00 488.96 279.94 622.31 355.60 1,155.71

 しゅんぎく 04.01～06.30 H31.04.01～H33.06.30 376.50 230.07 131.79 292.81 167.32 543.79

 同上 10.01～12.31 H30.10.01～H32.12.31 440.00 268.80 154.08 342.10 195.49 635.34

 同上 01.01～03.31 H31.01.01～H33.03.31 423.00 258.48 147.07 328.97 187.98 610.95

 生しいたけ 05.01～06.30 H31.05.01～H33.06.30 752.00 459.59 263.17 584.93 334.25 1,086.31

 同上 07.01～10.31 H31.07.01～H33.10.31 831.00 507.84 290.84 646.35 369.34 1,200.36

 同上 11.01～12.31 H30.11.01～H32.12.31 934.50 571.10 327.06 726.85 415.34 1,349.87

 同上 01.01～04.30 H31.01.01～H33.04.30 865.00 528.78 302.60 672.99 384.57 1,249.85

 にら 05.01～06.30 H31.05.01～H33.06.30 250.50 153.13 87.63 194.89 111.37 361.95

 同上 07.01～10.31 H31.07.01～H33.10.31 420.00 256.61 147.05 326.60 186.63 606.54

 同上 11.01～12.31 H30.11.01～H32.12.31 581.50 355.24 203.63 452.12 258.36 839.66

 同上 01.01～02.末 H31.01.01～H33.02.末 647.00 395.40 226.44 503.24 287.56 934.58

 同上 03.01～04.30 H31.03.01～H33.04.30 356.50 217.92 124.72 277.35 158.49 515.09

 ブロッコリー 04.01～06.30 H31.04.01～H33.06.30 311.00 190.23 108.69 242.11 138.35 449.63

 同上 07.01～09.30 H31.07.01～H33.09.30 349.00 213.25 122.18 271.40 155.09 504.04

 同上 10.01～12.31 H30.10.01～H32.12.31 275.00 168.05 96.26 213.89 122.22 397.22

 同上 01.01～03.31 H31.01.01～H33.03.31 269.00 164.28 94.25 209.08 119.48 388.30

※アスパラガスは、グリーンアスパラガスに限る。

別表１　（契約特定野菜事業関係）

価　格　差 出　荷　調　整業　務　区　分

（単位：円/㎏）

業務対象年間
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契約特定野菜等安定供給促進事業      

補給交付金等交付申込書   

                         

                         

公益社団法人福島県青果物価格補償協会                

会長理事            様           

  番     号 

年  月  日 

（申 込 者） 

     住   所 

     出荷団体等名（相当規模生産者） 

     代 表 者   氏  名  ○印 

 

 下記の条件の下に、別記 1 に掲げる業務区分に係る別記 4 に掲げる数量の対象野菜

について、補給交付金等の交付を受けたいので申し込みます。 

 なお、本申込みについて、福島県には連絡済みです。 

 

記 

 

1．公益社団法人福島県青果物価格補償協会（以下「協会」という。）業務方法書の規

定に基づき補給交付金等の交付を受けるべきこと。 

2．協会は、交付準備金が著しく減少したことにより補給交付金等の交付の業務を行う

ことが困難と認められる場合その他やむを得ない場合においては、業務対象年間を

短縮することがあること。 

3．協会は、補給交付金等の交付に必要な資金に不足が生じた場合（債務負担行為の形

式が導入されているときは、その歳出化が必要となった場合を含む。）には、当該不

足額に相当する額が充当されるまでの間は、補給交付金等の交付を停止することが

あること。 

4．出荷団体等は、本申込みに係る契約取引に係る書類及び帳簿を 5 年間保管するこ

と。 

5．協会は、必要があると認めるときは、出荷団体等と契約取引を行う者（以下「実需

者等」という。）に対し、対象野菜の生産・出荷状況、入荷・受取状況、その他必要

な事項について報告を求めることがあること。 

6．協会は、5 に加え、必要があると認めるときは、出荷団体等及び実需者等の業務の

状況、生産者補給交付金等の交付のための措置について報告を徴し、若しくは調査

し、又は書類若しくは帳簿の閲覧を求めることがあること。 

7．協会は、6 で求めた報告の徴収、調査の実施等の結果により、補給交付金等を不正

に受給していると判断した場合には、不正受給者の公表、補給交付金等の返還、翌

業務対象年間の交付予約数量の減量又は交付予約申込みの拒否等の措置を講じるこ

とがあること。 

8．出荷団体との間に野菜生産出荷安定法施行規則（昭和 40 年農林省令第 36 号）第

4 条で定める委託関係のある対象野菜の生産者及び相当規模生産者が特定外来生物

都 道 府 県 

対 象 野 菜 

対象出荷期間 

価格差補給交付金等 

申込区分 出荷調整補給交付金等 

数量確保費用交付金 

（該当する区分に○印をすること） 

 

別記様式第 1 号（第 9 条関係） 
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による生態系等に係る被害の防止に関する法律（平成 16 年法律第 78 号）その他野

菜生産における関係法令を順守していること。 

 

 

【別 記】 

 

1．業 務 区 分 

（1）対 象 野 菜 

（2）対象出荷期間     月  日 ～   月  日 

2．特定産地名 

 

3．申込区分（該当する区分に○印をすること。） 

 ①．価格差補給交付金等：「価格の著しい低落に対する補てん」のみ 

 ②．出荷調整補給交付金等:「生産過剰による価格低落時の出荷調整に対する交付金

の交付」のみ 

 ③．数量確保費用交付金：「収量不足時の契約数量確保に要する経費の補てん」のみ

③の場合、契約数量の不足を補う方法（いずれかに○印をすること。）   

□ 仕向先変更のみ   □ 以外 

④．①と②の組合せ 

⑤．②と③の組合せ 

⑤の場合、資金造成の方法（いずれかに○印をすること。）  

□ ②と③のいずれか(資金造成額の高い方) □ ②と③の両方 

③の資金造成を行う場合、契約数量の不足を補う方法（いずれかに○印をするこ

と。）   □ 仕向先変更のみ  □ 以外 

（注）①価格差補給交付金等 と ③数量確保費用交付金 の組合せは不可 

 

4．交付予約数量 

（1）区分別交付予約数量 

①価格差補給交付金等 ﾄﾝ②出荷調整補給交付金等 ﾄﾝ③数量確保費用交付金 ﾄﾝ 

（2）旬別内訳          （単位：トン、％） 

 
月 月 月 合

計 上 中 下 計 上 中 下 計 上 中 下 計 

契約 等数 量              

購入限度価額    －    －    － － 

（注） 

（1）「契約等数量」の欄には、旬別の契約数量又は契約数量のうち旬別の出荷計画数

量を記入する。 

（2）「契約等数量」の欄に記入する数量は本事業の対象となるものに限り、契約期間

が日別や週別、契約相手先が複数である場合等は、すべて旬別にまとめて記入す

る。また、価格差補給交付金等の契約数量に上限値と下限値を設けている場合（下

限値は上限値の 140 分の 60 以上）、交付予約数量は当該上限値を上回らないもの

とする。 

（3）「区分別交付予約数量」は、「①価格差補給交付金等」は旬別契約等数量の合計以

内、「②出荷調整補給交付金等」は旬別契約等数量の合計の 30 パーセント以内及

び「③数量確保費用交付金」は旬別契約等数量の合計の 50 パーセント以内とする。 
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（4）申込区分ごとにトン単位で記入する。 

（5）「③数量確保」の「購入限度価額」の欄には、旬別に、2 分の 3 を選択した場合

には「150」、２分の 4 を選択した場合には「200」、2 分の 6 を選択した場合には

「300」、2 分の 8 を選択した場合には「400」と記入する。 

 

5．契約価額（｢①定価格契約｣か｢②市場価格連動契約｣かいずれかに○印をし、必要事

項を記入すること。） 

①．定価格契約 

         （単位：円/kg） 

 
  月   月   月 

上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 

契約価額          

（注） 

（1）契約価額は、運賃及び消費税を除いた額とし、その積算を明示したものを添付す

ること。 

（2）日別、契約相手先別、規格別等個別単価が複数ある場合の契約単価は、それぞれ

契約数量により加重平均し、旬別にキログラム当たり円単位で記入する。なお、こ

の算出結果に 1 銭未満の端数があるときはこれを四捨五入する。 

②．市場価格連動契約 

  ア．指標市場       市場 

  イ．価格の設定 ア）市場価格のみ イ）市場価格×定率 ウ）市場価格±α 

          エ）その他〔                    〕 

 

6．主な契約内容（別表に記入すること。） 

 

【附属資料】 

（1）月（旬）別の契約取引、非契約取引別出荷計画（書式 17－1－Ａ） 

（2）契約取引に関与する農協一覧（ほ場一覧）  （書式 17－1－Ｂ） 

（3）契約特定野菜等安定供給促進事業に係る調査等への協力について（書式 17－1－

Ｃ） 

（4） 個別契約書（個別契約書と一体的な文書として数量等を別途定めた場合はその

文書を含む。）の写し 

（5）実需者等の業務範囲のわかる資料（定款又は事業報告書若しくは会社概要等） 
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様式17-1-A

出荷団体等名（相当規模生産者名）

業務区分

対象野菜

対象出荷期間

上旬 中旬 下旬 月計 上旬 中旬 下旬 月計 上旬 中旬 下旬 月計

契約取引計

非契約取引計

合計

上旬 中旬 下旬 月計 上旬 中旬 下旬 月計 上旬 中旬 下旬 月計

契約取引計

非契約取引計

合計

月 月 月

月 （旬） 別 の 契 約 取 引 、非 契 約 取 引 出 荷 計 画

（単位：kg）

（単位：kg）

月 月 月

―　19　―



様式17-1-B

出荷団体等名（相当規模生産者名）

業務区分

対象野菜

対象出荷期間

農協コード 農協所在地 作付面積 備考

（生産者コード） （ほ場所在地） （ha）

契 約 取 引 に 関 与 す る 農 協 一 覧（ほ場一覧）

農協名 野菜指定産地名
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別表

出荷団体等名（相当規模生産者名）

業務区分

対象野菜

対象出荷期間

契約数量 作付面積

（t） （ha）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

契約期間 更新条文の有無 品種 規格 用途 備考

実 需 者 等 別 契 約 内 容 一 覧

№ 実需者等名 代表者名 所在地 契約締結日
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契約特定野菜等安定供給促進事業に係る調査等への協力について 

 

 私は、契約特定野菜等安定供給促進事業への申込みに当たり、公益社団法人福島県

青果物価格補償協会から、契約特定野菜等安定供給促進事業の対象である実需者等○

○○との間の契約の内容及び実績並びに交付金の交付状況に関する確認及び調査のた

め、資料その他の情報の提供を求められた場合には、実需者等○○○の協力を得て、

これに協力することを約します。 

 

  年  月  日 

 

公益社団法人福島県青果物価格補償協会 

会長理事            様 

 

     住   所 

出荷団体等名（相当規模生産者） 

     代 表 者   氏  名  ○印  

 

 

          殿 

 

 

 契約特定野菜等安定供給促進事業の対象となっている契約に関し、公益社団法人福

島県青果物価格補償協会による調査への協力の依頼があった場合には、必要な協力を

いたします。 

 

  年  月  日 

 

住  所  

実需者等名 

責 任 者  氏  名   ○印  

 

 

 

 

 

 

 

様式 17-1-Ｃ 
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契約特定野菜等安定供給促進事業負担金分割納入申請書 

 

 

公益社団法人福島県青果物価格補償協会 

会長理事           様 

 

  番     号 

年  月  日 

 

 貴会の業務方法書の規定に基づき、価格差補給交付金等（出荷調整補給交付金等、

数量確保費用交付金）の交付に関する申込み（交付予約数量の増加申込み、契約更改

の申込み）に係る負担金の分割納入をいたしたいので申請します。 

 

（申請者） 

     住  所 

出荷団体等名（相当規模生産者） 

     代 表 者   氏  名  ○印 

 

記 

 

1．業 務 区 分 

（1）対象野菜 

（2）対象出荷期間 

（3）業務対象年間終了年 

 

2．分割納入期間    年度から  年度まで 

 

3．分割を必要とする理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考様式） 
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契約特定野菜等安定供給促進事業    

補給交付金等交付予約数量増加申込書    

                         

公益社団法人福島県青果物価格補償協会           

会長理事            様 

  番     号 

年  月  日 

（申 込 者） 

     住   所 

     出荷団体名（相当規模生産者） 

     代 表 者   氏  名  ○印 

 

 下記の条件の下に、別記 1 に掲げる業務区分に係る別記 4 に掲げる数量の対象野菜

について、補給交付金等の交付を受けたいので申し込みます。 

 なお、本申込みについて、福島県には連絡済みです。 

 

記 

 

1．公益社団法人福島県青果物価格補償協会（以下「協会」という。）業務方法書の規

定に基づき補給交付金等の交付を受けるべきこと。 

2．協会は、交付準備金が著しく減少したことにより補給交付金等の交付の業務を行う

ことが困難と認められる場合その他やむを得ない場合においては、業務対象年間を

短縮することがあること。 

3．協会は、補給交付金等の交付に必要な資金に不足が生じた場合（債務負担行為の形

式が導入されているときは、その歳出化が必要となった場合を含む。）には、当該不

足額に相当する額が充当されるまでの間は、生産者補給交付金等の交付を停止する

ことがあること。 

4．出荷団体等は、本申込みに係る契約取引に係る書類及び帳簿を 5 年間保管するこ

と。 

5．協会は、必要があると認めるときは、出荷団体等と契約取引を行う者（以下「実需

者等」という。）に対し、対象野菜の生産・出荷状況、入荷・受取状況、その他必要

な事項について報告を求めることがあること。 

6．協会は、5 に加え、必要があると認めるときは、出荷団体等及び実需者等の業務の

状況、補給交付金等の交付のための措置について報告を徴し、若しくは調査し、又

は書類若しくは帳簿の閲覧を求めることがあること。 

7．協会は、6 で求めた報告の徴収、調査の実施等の結果により、補給交付金等を不正

に受給していると判断した場合には、不正受給者の公表、補給交付金等の返還、翌

業務対象年間の交付予約数量の減量又は交付予約申込みの拒否等の措置を講じるこ

とがあること。 

8．出荷団体との間に野菜生産出荷安定法施行規則（昭和 40 年農林省令第 36 号）第

4 条で定める委託関係のある対象野菜の生産者及び相当規模生産者が特定外来生物

による生態系等に係る被害の防止に関する法律（平成 16 年法律第 78 号）その他野

都 道 府 県 

対 象 野 菜 

対象出荷期間 

価格差補給交付金等 

申込区分 出荷調整補給交付金等 

数量確保費用交付金 

（該当する区分に○印をすること） 

 

別記様式第 2-1 号（第 11 条関係） 
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菜生産における関係法令を順守していること。 

 

 

【別 記】 

 

1．業 務 区 分 

（1）対 象 野 菜 

（2）対象出荷期間     月  日 ～   月  日 

 

2．特定産地名 

 

3．申込区分（該当する区分に○印をすること。） 

①．価格差補給交付金等：「価格の著しい低落に対する補てん」のみ 

②．出荷調整補給交付金等:「生産過剰による価格低落時の出荷調整に対する交付金

の交付」のみ 

 ③．数量確保費用交付金：「収量不足時の契約数量確保に要する経費の補てん」の

み 

 ④．① と ② の 組 合 せ 

 ⑤．② と ③ の 組 合 せ 

 （注）①価格差補給交付金等 と ③数量確保費用交付金 の組合せは不可 

 

4．交付予約数量の増加数量 

（1）区分別交付予約数量の既申込数量 

①価格差補給交付金等 ﾄﾝ②出荷調整補給交付金等 ﾄﾝ③数量確保費用交付金 ﾄﾝ  

（2）区分別交付予約数量の増加数量 

①価格差補給交付金等 ﾄﾝ②出荷調整補給交付金等 ﾄﾝ③数量確保費用交付金 ﾄﾝ  

（3）増加後の交付予約数量（ （１）＋（２） ） 

①価格差補給交付金等 ﾄﾝ②出荷調整補給交付金等 ﾄﾝ③数量確保費用交付金 ﾄﾝ  

（4）旬別契約等数量の合計 

①価格差補給交付金等 ﾄﾝ②出荷調整補給交付金等 ﾄﾝ③数量確保費用交付金 ﾄﾝ  

（注）「区分別交付予約数量」は、「①価格差補給交付金等」は旬別契約等数量の合

計以内、「②出荷調整補給交付金等」は旬別契約等数量の合計の 30 パーセント以

内及び「③数量確保費用交付金」は旬別契約等数量の合計の 50 パーセント以内と

する。 

 

5．増加の理由 
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契約特定野菜等安定供給促進事業    

補給交付金等交付予約数量減少 

（又は解約）申込書    

                         

公益社団法人福島県青果物価格補償協会           

会長理事            様 

  番     号 

年  月  日 

（申 込 者） 

     住   所 

     出荷団体名（相当規模生産者） 

     代 表 者   氏  名  ○印 

 

 補給交付金等交付申込書に基づく申込みの承諾により成立した契約について、貴協

会の業務方法書第 3 条の委託に係る対象特定野菜等の生産者が（※）農業保険法第 177

条に規定する農業経営収入保険の保険関係が成立した又は成立する見込みであるため、

貴協会の業務方法書第 12 条に基づき、下記の業務区分に係る交付予約数量を次のと

おり減少（又は契約に関して解約）したいので申し込みます。 

 

記 

1．業 務 区 分 

（1）対 象 野 菜 

（2）対象出荷期間      月  日 ～   月  日 

（3）対 象 市 場 群  

 

2．特定産地名 

 

3．申込区分 

①．価格差補給交付金等：「価格の著しい低落に対する補てん」のみ 

 

4．交付予約数量 

（1）交付予約数量の既申込数量        ・・価格差補給交付金等   ﾄﾝ 

（2）交付予約数量の減少（又は解約）数量  ・・価格差補給交付金等   ﾄﾝ 

（3）減少（又は解約）後の交付予約数量(（1）-（2））価格差補給交付金等   ﾄﾝ 

 

（※）相当規模生産者の場合は「第 3 条の委託に係る対象特定野菜等の生産者が」と

あるのを削除し、特定相当規模生産者の構成員の場合は「第 3 条の委託に係る対象特

定野菜等の生産者が」を「構成員」とする。なお、特定相当規模生産者とは、構成員

の出荷実績に応じて、当該構成員に価格差補給金を配分する相当規模生産者をいう。 

 

 

都 道 府 県 

対 象 野 菜 

対象出荷期間 

 

申込区分 価格差補給交付金等 

 

 

別記様式第 2-2 号（第 12 条関係） 
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契約特定野菜等安定供給促進事業    

価格差補給交付金等交付申請書   

 

番     号  

年  月  日 

 

公益社団法人福島県青果物価格補償協会 

会長理事            様 

 

（申 請 者） 

     住   所 

     出荷団体等名（相当規模生産者） 

     代 表 者   氏  名  ○印 

 

 貴会の業務方法書の規定により、下記の価格差補給交付金等の交付を申請します。 

 

記 

 

1．価格差補給交付金等交付申請金額   円 

 

2．業 務 区 分 

（1）対 象 野 菜 

（2）対象出荷期間    年  月  日 ～   年  月  日 

 

3．委託生産者数 

 

4．添付資料 

（1）販売実績集計表及び旬別集計表（書式 21－Ａ） 

（注 1）書式 21－Ａについては、実需者等別、月日別の出荷量、販売価額及

び販売単価がわかる資料の写しに代えることができる。 

（注 2）出荷団体等は、実需者等への出荷伝票（交付対象旬の出荷数量及び価

格が記載されたもの）及び実需者等の受領伝票（受領数量及び価格が

記載されたもの）又はこれらと同等の資料を別途整備、保管するもの

とする。 

（2）実際に契約価額が市場価格と連動されて取引されたことを証明できる資料（「契

約価格及び契約価格の指標市場価格の推移及び契約価額算定方法」（書式 21－Ｂ）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

都 道 府 県 

対 象 野 菜 

対象出荷期間 

 

別記様式第 3－1号（第 18条関係） 
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契約特定野菜等安定供給促進事業    

出荷調整補給交付金等交付申請書   

 

番     号 

年  月  日 

 

公益社団法人福島県青果物価格補償協会 

会長理事            様 

 

（申 請 者） 

     住   所 

     出荷団体等名（相当規模生産者） 

     代 表 者   氏  名  ○印 

 

 貴会の業務方法書の規定により、下記の出荷調整補給交付金等の交付を申請します。 

 

記 

 

1．出荷調整補給交付金等交付申請金額   円 

 

2．業 務 区 分 

（1）対 象 野 菜 

（2）対象出荷期間    年  月  日 ～   年  月  日 

 

3．委託生産者数 

 

4．添付資料 

（1）市場出荷数量及び契約取引出荷数量（予定及び実績）（書式 21－Ｃ） 

（2）販売実績集計表及び旬別集計表（書式 21－Ａ） 

（注１）書式 21－Ａについては、実需者等別、月日別の出荷量、販売価額及

び販売単価がわかる資料の写しに代えることができる。 

（注２）出荷団体等は、実需者等への出荷伝票（出荷調整対象旬の出荷数量及

び価格が記載されたもの）及び実需者等の受領伝票（受領数量及び価

格が記載されたもの）又はこれらと同等の資料を別途整備、保管する

ものとする。 

（3）出荷調整実施報告書（書式 21－Ｄ） 

 

※出荷団体等が別途保管する資料 

①．出荷調整数量がわかる写真（廃棄したものを現場で並べている等） 

 ②．ほ場を特定し、ほ場の場所を示した地図及び現況の写真 

 

 

 

 

都 道 府 県 

対 象 野 菜 

対象出荷期間 

 

別記様式第 3－2 号（第 29 条関係） 
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契約特定野菜等安定供給促進事業    

数量確保費用交付金交付申請書   

 

番     号 

年  月  日 

公益社団法人福島県青果物価格補償協会 

会長理事            様 

 

（申 請 者） 

     住   所 

出荷団体等名（相当規模生産者） 

     代 表 者   氏  名  ○印  

 

 貴会の業務方法書の規定により、下記の数量確保費用交付金の交付を申請します。 

 

記 

 

1．数量確保費用交付金交付申請金額   円 

  （内訳） ①仕向先変更分    円 

       ②購入 充当 分    円 

 

2．業 務 区 分 

（１）対 象 野 菜 

（２）対象出荷期間    年  月  日 ～   年  月  日 

 

3．添付資料 

（1）仕向先変更分の場合 

  ア．市場出荷数量及び契約取引出荷数量（予定及び実績）（書式 21－Ｃ） 

  イ．販売実績集計表及び旬別集計表（書式 21－Ａ）             

（注 1）書式 21－Ａについては、実需者等別、月日別の出荷量、販売価額及び販売単

価がわかる資料の写しに代えることができる。以下同じ。 

（注 2）出荷団体等は、市場への出荷伝票（売買仕切書）、実需者等への出荷伝票（対

象旬の出荷数量及び価格が記載されたもの）及び実需者等の受領伝票（受領数量及

び価格が記載されたもの）又はこれらと同等の資料を別途整備、保管するものとす

る。 

  ウ．量の確保ができなかった理由書 

 

（2）購入充当分の場合 

  ア．販売実績集計表及び旬別集計表（書式 21－Ａ）（再掲） 

（注） 

（市場等から購入した分） 

出荷団体等は、市場等から購入した伝票、実需者等への出荷伝票（対象旬の出

荷数量及び価格が記載されたもの）及び実需者等の受領伝票（受領数量及び価格

都 道 府 県 

対 象 野 菜 

対象出荷期間 

 

別記様式第 3－3 号（第 35 条関係） 
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が記載されたもの）又はこれらと同等の資料を別途整備、保管するものとする。 

（市場等からの購入した分以外の分） 

出荷団体等は、実需者等への出荷伝票及び実需者等の受領伝票（受領数量及び

価格が記載されたもの）又はこれらと同等の資料を別途整備、保管するものとす

る。 

    イ．量の確保ができなかった理由書 

 

 ※別途提出する資料 

出荷団体等は、交付対象旬をインターネットで了知した場合、市場・契約別出

荷実績をインターネット公表後 1 旬以内に協会に提出すること。 

    ※販売実績集計表及び旬別集計表（書式 21－Ａ）（再掲）で提出 
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契約特定野菜等安定供給促進事業    

価格差補給交付金等及び出荷調整   

補給交付金等交付申請書 

 

番     号 

年  月  日 

 

公益社団法人福島県青果物価格補償協会 

会長理事           様 

 

（申 請 者） 

     住   所 

     出荷団体等名（相当規模生産者） 

     代 表 者   氏  名  ○印 

 

 貴会の務方法書の規定により、下記の価格差補給交付金等及び出荷調整補給交付金

等の交付を申請します。 

 

記 

 

1．価格差補給交付金等及び出荷調整補給交付金等交付申請金額   

       円 

  （内訳） ①価格差補給交付金等分   円 

       ②出荷調整補給交付金等分   円 

 

2．業 務 区 分 

（1）対 象 野 菜 

（2）対象出荷期間    年  月  日 ～   年  月  日 

 

3．委託生産者数 

 

4．添付資料 

（1）価格差補給交付金等の場合 

  ア．販売実績集計表及び旬別集計表（書式 21－Ａ） 

（注 1）書式 21－Ａについては、実需者等別、月日別の出荷量、販売価額及

び販売単価がわかる資料の写しに代えることができる。以下同じ。 

（注 2）出荷団体等は、実需者等への出荷伝票（交付対象旬の出荷数量及び価

格が記載されたもの）及び実需者等の受領伝票（受領数量及び価格が

記載されたもの）又はこれらと同等の資料を別途整備、保管するもの

とする。 

イ．実際に契約価額が市場価格と連動されて取引されたことを証明できる資料

（「契約価格及び契約価格の指標市場価格の推移及び契約価額算定方法」（書式

21－Ｂ）） 

都 道 府 県 

対 象 野 菜 

対象出荷期間 

 

別記様式第 3－4 号（第 18 条及び第 29 条関係） 
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（2）出荷調整補給交付金等の場合 

  ア．市場出荷数量及び契約取引出荷数量（予定及び実績）（書式 21－Ｃ） 

  イ．販売実績集計表及び旬別集計表（書式 21－Ａ）（再掲） 

（注）出荷団体等は、実需者等への出荷伝票（出荷調整対象旬の出荷数量及

び価格が記載されたもの）及び実需者等の受領伝票（受領数量及び価格

が記載されたもの）又はこれらと同等の資料を別途整備、保管するもの

とする。 

ウ．出荷調整実施報告書（書式 21－Ｄ） 

   

 

※出荷団体等が別途保管する資料 

   ①．出荷調整数量がわかる写真（廃棄したものを現場で並べている等） 

   ②．ほ場を特定し、ほ場の場所を示した地図及び現況の写真 
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契約特定野菜等安定供給促進事業    

出荷調整補給交付金等及び数量確保   

費用交付金交付申請書  

番     号 

  年  月  日 

 

公益社団法人福島県青果物価格補償協会 

 会長理事            様 

 

（申 請 者） 

     住   所 

     出荷団体等名（相当規模生産者） 

     代 表 者   氏  名  ○印 

 

 貴会の業務方法書の規定により、下記の出荷調整補給交付金等及び数量確保費用交

付金の交付を申請します。 

 

記 

 

1．出荷調整補給交付金等及び数量確保費用交付金交付申請金額    円 

    【内訳】 

①．出荷調整分           円 

②．仕向先変更分          円 

③．購入充当分           円 

 

2．業 務 区 分 

（1）対 象 野 菜 

（2）対象出荷期間    年  月  日 ～   年  月  日 

 

3．委託生産者数（出荷調整に係る分のみ記入） 

 

4．添付資料 

（1）出荷調整補給交付金等の場合 

  ア．市場出荷数量及び契約取引出荷数量（予定及び実績）（書式 21－Ｃ） 

  イ．販売実績集計表及び旬別集計表（書式 21－Ａ） 

（注１）書式 21－Ａについては、実需者等別、月日別の出荷量、販売価額及

び販売単価がわかる資料の写しに代えることができる。以下同じ。 

（注２）出荷団体等は、実需者等への出荷伝票（出荷調整対象旬の出荷数量及

び価格が記載されたもの）及び実需者等の受領伝票（受領数量及び価

格が記載されたもの）又はこれらと同等の資料を別途整備、保管する

ものとする。 

 ウ．出荷調整実施報告書（書式 21－Ｄ） 

 

都 道 府 県 

対 象 野 菜 

対象出荷期間 

 

別記様式第 3－5号（第 29条及び第 35条関係） 
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※録出荷団体等が別途保管する資料 

   ①．出荷調整数量がわかる写真（廃棄したものを現場で並べている等） 

   ②．ほ場を特定し、ほ場の場所を示した地図及び現況の写真 

（2）仕向先変更分の場合 

  ア．市場出荷数量及び契約取引出荷数量（予定及び実績）（書式 21－Ｃ）（再掲） 

  イ．販売実績集計表及び旬別集計表（書式 21－Ａ）（再掲） 

   （注）出荷団体等は、市場への出荷伝票（売買仕切書）、実需者等への出荷伝票

（対象旬の出荷数量及び価格が記載されたもの）及び実需者等の受領伝票

（受領数量及び価格が記載されたもの）又はこれらと同等の資料を別途整

備、保管するものとする。 

  ウ．量の確保ができなかった理由書 

（3）購入充当分の場合 

ア．販売実績集計表及び旬別集計表（書式 21－Ａ）（再掲） 

（注）  

   （市場等から購入した分） 

出荷団体等は、市場等から購入した伝票、実需者等への出荷伝票（対象旬の

出荷数量及び価格が記載されたもの）及び実需者等の受領伝票（受領数量及び

価格が記載されたもの）又はこれらと同等の資料を別途整備、保管するものと

する。 

   （市場等からの購入した分以外の分） 

出荷団体等は、実需者等への出荷伝票及び実需者等の受領伝票（受領数量及

び価格が記載されたもの）又はこれらと同等の資料を別途整備、保管するもの

とする。 

  イ．量の確保ができなかった理由書 

 

 ※別途提出する資料 

出荷団体等は、交付対象旬をインターネットで了知した場合、市場・契約別

出荷実績をインターネット公表後 1 旬以内に協会に提出すること。 

    ※販売実績集計表及び旬別集計表（書式 21－Ａ）（再掲）で提出 
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番   号  

 年 月 日  

 

公益社団法人福島県青果物価格補償協会 

会長理事            様 

 

     出荷団体等名（相当規模生産者） 

     代 表 者   氏  名  ○印 

 

 

数量確保費用交付金交付申請に係る特例申出書  

 

 

 貴協 会の 業務方 法 書の規 定に 基づき 、 契約特 定野 菜等安 定 供給促 進事

業数量 確保 費用交 付 金の交 付申 請に当 た り、下 記の とおり 激 甚災害 又は

病害虫の被害を受けたので関係書類を添えて提出します。  

 

記  

 

1．業務区分及び野菜特定産地名（対象野菜の生産市町村名）  

（ 1）対象野菜（特定野菜）  

（ 2）対象出荷期間  

（ 3）対象産地名（特定野菜の生産市町村名）  

 

2．当該産地が受けた災害等の名称並びに発生年月日及び期間  

 

3．都道府県による、上記災害等によりその影響を被ると認められた期間

（旬）及びその認定年月日  

（ 1）影響期間    年  月  日（  旬）～   年  月  日（  旬）  

（ 2）認定年月日   年  月  日  

 

4．添付資料  

（ 1）災害等を受けたことの都道府県知事の認定書の写し  

（ 2）当該対象産地（特定野菜の生産市町村）の属する対象地域の中央卸

売市場における当該特定野菜の 3 の期間及び前後各 1 旬の旬別入荷量

及び価格の動向  

 

（備考）  

（ 1）本申出書は、数量確保費用交付金交付申請書とともに提出すること。 

（ 2）病虫害の場合は、都道府県の病害虫防除所の証明書等を添付するこ

と。  

 

別記様式第 3-6 号（第 35 条関係） 
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様式21-A

１．販売実績集計表

出荷団体等名（相当規模生産者名）

業務区分

対象野菜

対象出荷期間

出荷量 単価 販売価額

（㎏） （円/㎏） （円）

２．旬別集計表

出荷団体等名（相当規模生産者名）

業務区分

対象野菜

対象出荷期間

出荷量 単価 販売価額

（㎏） （円/㎏） （円）

旬計

実需者名 月日

販 売 実 績 集 計 及 び 旬 別 集 計 表

月旬 実需者名
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様式21-B

出荷団体等名（相当規模生産者名）

業務区分

対象野菜

対象出荷期間

１．契約価格と契約価格の指標市場価格の推移

（単位：円）

実需者等名 実需者等名 実需者等名

指標市場名 指標市場名 指標市場名

月日 契約価格 市場価格 契約価格 市場価格 契約価格 市場価格

２．契約価額の算定方法

契約価格及び契約価格の指標市場価格の推移及び契約価額算定方法
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様式21-C

出荷団体等名（相当規模生産者名）

業務区分

対象野菜

対象出荷期間

（単位：㎏）

月日 予定 実績 予定 実績 予定 実績

上旬計

中旬計

下旬計

月計

交付予約に係る契約出荷数量（A） （A）以外の全出荷数量（B） 合計（A+B）

市 場 出 荷 数 量 及 び 契 約 取 引 出 荷 数 量（予定及び実績）
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番   号  

 年 月 日  

 

出荷調整実施報告書 

 

公益社団法人福島県青果物価格補償協会 

会長理事            様 

 

          出荷団体等名（相当規模生産者） 

    代 表 者   氏  名  ○印 

 

このことについて、下記により出荷調整を実施したので報告します。 

 

記 

1．業 務 区 分 

（1）対 象 野 菜 

（2）対象出荷期間    年  月  日 ～   年  月  日 

 

2．出荷調整態様 

 

3．旬別実施状況 

 
 月  月  月 

上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 

面積

（ha） 
         

数量

（kg） 
         

 
 月  月  月 

上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 上旬 中旬 下旬 

面積

（ha） 
         

数量

（kg） 
         

注）「出荷調整の実施申出について」（別記様式第 5 号）と異なる場合は、その理由

を明らかにすること。 

  

様式 21-D 
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３．1の算出基礎

（１）交付金等単価の算定

（単位：円）

保証基準額 最低基準額 平均取引価額 （B）又は（C）のいずれか高い額 差異 交付金等単価

（A） （B） （C） （D） （E）=（A）-（D） （F）=（E）×0.9

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

（２）交付申請金額の算定

（単位：円）

交付予約数量 出荷実績数量 （A）又は（B）のいずれか高い額 交付金等単価 交付申請金額

（Kg） （Kg） （Kg） （円） （円）

（A） （B） （C） （D） （E）=（C）×（D）

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

月

月

月

月

月

月

月

月

月

月

―　40　―



３．1の算出基礎

（１）交付申請金額算出基礎

①仕向先変更分の交付金単価

（単位：円）

契約価額 平均取引価額 交付金等単価

（A） （B） （D）=（C）×0.7

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

（２）購入充当分の交付金単価

（単位：円）

契約価額 購入価額 （B）又は（C）のいずれか低い額 契約価額との差額 交付金単価

（A） （B） 割合①（％） ②=（A）×① （D） （E）=（D）×（A） （F）=（E）×0.9

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

（C）

購入限度価額

月

月

月

月

契約価額との差額

（C）=（B）-（A）

月

月

月

月

月

月
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（２）交付申請金額の算定

交付予約数量

相当数量 交付金単価 交付金額 購入量 交付金単価 交付金額

（kg） （kg） （kg） （円） （円） （kg） （kg） （円） （円）

（ア） （イ） （A） （B） （A）×（B） （ウ） （C） （D） （C）×（D）

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

（ア）又は（イ）のいずれ
か低い数量

（ア）から（A）を控除数量又は
（ウ）のいずれか少ない数量

①仕向先変更分 ②購入先充当

月

月

月

月

月
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別紙

仕向先変更相当数量算定表

① ② ③=①+② ④ ⑤ ⑥=④+⑤ ④-（⑥×①/③）

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

交付予約に係る契
約出荷分

①以外の全出荷分 計（C）
交付予約に係る契
約出荷分

④以外の全出荷分 合計
仕向先変更相当数量

月

月

月

計画数量

月

月

実績数量
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３．1の算出基礎

（１）価格差補給交付金等分

①交付金等単価の算定

（単位：円）

保証基準額 最低基準額 平均取引価額 （B）又は（C）のいずれか高い額 差異 交付金等単価

（A） （B） （C） （D） （E）=（A）-（D） （F）=（E）×0.9

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

②交付申請金額の算定

（単位：円）

交付予約数量 出荷実績数量 （A）又は（B）のいずれか高い額 交付金等単価 交付申請金額

（Kg） （Kg） （Kg） （円） （円）

（A） （B） （C） （D） （E）=（C）×（D）

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

月

月

月

月

月

月

月

月

月

月
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（２）出荷調整補給交付金等分

①交付対象数量の算定

（単位：kg）

（A） （B） （A）+（B） （D） （E） （F） （D）+（E）+（F） （（G）×（（A）/（C）））-（D）） （I） （J）

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

②交付金等単価及び交付金申請金額の算定

（単位：円、kg）

契約価額 交付金等単価 交付対象数量 交付申請金額

（A） （B） （C） （D）＝（B）×（C）

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

出荷調整相当数量 交付予約数量（A）以外の全
出荷分

出荷計画数量

計（C） 計（D）

月

月

交付予約に係
る契約出荷分

（D）以外の全
出荷分

出荷調整

出荷等実績数量 交付対象数量
（H）又は（I）い
ずれか少ない
数量

月

月

月

月

月

月

月

月

交付予約に係
る契約出荷分
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３．1の算出基礎

（１）出荷調整補給交付金等分

①交付対象数量の算定

（単位：kg）

（A） （B） （A）+（B） （D） （E） （F） （D）+（E）+（F） （（G）×（（A）/（C）））-（D）） （I） （J）

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

②交付金等単価及び交付金申請金額の算定

（単位：円、kg）

契約価額 交付金等単価 交付対象数量 交付申請金額

（A） （B） （C） （D）＝（B）×（C）

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

出荷計画数量 出荷等実績数量

出荷調整相当数量 交付予約数量

交付対象数量
（H）又は（I）い
ずれか少ない
数量

交付予約に係
る契約出荷分

（A）以外の全
出荷分

計（C）
交付予約に係
る契約出荷分

（D）以外の全
出荷分

出荷調整 計（D）

月

月

月

月

月

月

月

月

月

月
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（2）数量確保費用交付金分

①交付申請金額算出基礎

ア．仕向先変更分の交付金単価

（単位：円）

契約価額 平均取引価額 交付金等単価

（A） （B） （D）=（C）×0.7

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

イ．購入充当分の交付金単価

（単位：円）

契約価額 購入価額 （B）又は（C）のいずれか低い額 契約価額との差額 交付金単価

（A） （B） 割合①（％） ②=（A）×① （D） （E）=（D）×（A） （F）=（E）×0.9

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

契約価額との差額

（C）=（B）-（A）

月

月

月

月

月

月

購入限度価額

（C）

月

月

月

月
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②交付申請金額の算定

交付予約数量

相当数量 交付金単価 交付金額 購入量 交付金単価 交付金額

（kg） （kg） （kg） （円） （円） （kg） （kg） （円） （円）

（ア） （イ） （A） （B） （A）×（B） （ウ） （C） （D） （C）×（D）

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

上旬

中旬

下旬

月

月

月

①仕向先変更分 ②購入先充当

（ア）又は（イ）のいずれ
か低い数量

（ア）から（A）を控除数量又は
（ウ）のいずれか少ない数量

月

月
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契約特定野菜等安定供給促進事業    

補給金交付報告書       

番     号 

  年  月  日 

公益社団法人福島県青果物価格補償協会 

会長理事            様 

 

（報 告 者） 

     住   所 

     出荷団体等名（相当規模生産者） 

     代 表 者   氏  名  ○印 

 

 下記のとおり補給金を交付しましたので報告します。 

 

記 

1．業 務 区 分 

（1）対 象 野 菜 

（2）対象出荷期間    年  月  日 ～   年  月  日 

 

2．交付金の受領額    円 

  （内訳）（該当するものに記入） 

       ①価格差補給金分   円 

       ②出荷調整補給金分  円 

 

3．生産者に対する交付金の交付済額  円 

  （内訳）（該当するものに記入） 

①価格差補給金分   円 

②出荷調整補給金分  円 

4．交付経過 

 
補給交付金 

受 領 月 日 

野菜特定

産 地 名 
出荷委託者名 

生産者に対す

る 

補給金交付金

額 

補給交付金 

対象生産者

数 

補給金交

付 

終 了 月 日 

価格差補給金分    円 人  

出荷調整補給金分    円 人  

注）3 の交付金額は、2 の受領額以上の金額を生産者に交付した場合はその金額を記入する。 

  

都 道 府 県 

対 象 野 菜 

対象出荷期間 

 

別記様式第 4 号（第 21 条及び第 26 条関係） 
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番   号  

 年 月 日  

 

出荷調整の実施申出について 

 

公益社団法人福島県青果物価格補償協会 

会長理事            様 

 

     出荷団体等名（相当規模生産者） 

     代 表 者   氏  名  ○印 

 

 

このことについて、出荷調整を実施いたしたく、貴協会の業務方法書の規定により

申し出ます。 

 なお、本件の実施については、○○（※）にも連絡済みであることを申し添えます。 

（※：出荷調整の実施の確認を行う者がいる場合は、その者の名称又は氏名を記入す

る。） 

 

記 

 

1．業 務 区 分 

（1）対 象 野 菜 

（2）対象出荷期間    年  月  日 ～   年  月  日 

 

2．出荷調整の態様 

 

3．実 施 時 期   年  月  日 ～   年  月  日 

 

4．実施予定数量   キログラム 

 

5．ほ 場 番 号 
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